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EU 木材法の施行と英国における
施行例の考察
An examination of the implementation of the EU Timber Regulation






　違法木材を EU 市場から排除する目的で 2010 年に成立した「EU 木材法」⑴であるが，2013 年
3 月 3 日よりいよいよ加盟国 27 か国で施行が始まり注目を集めている。さらに，議会での審議
がようやく終わり 2012 年 11 月 28 日に成立したオーストラリアの「違法伐採禁止法」⑵も，2013
年 5 月に完成し，2014 年 11 月からの施行に向けて業界は準備を進めていくことになっている。























　まず最初に簡単に EU 法の仕組みを簡単に紹介しておく。EU 木材法によって民間業者に課さ





　EU 木材法では最初に EU 市場に違法木材を持ち込む業者を規制の対象としているが，実際に
法の焦点となるのは DD を行ったか否か，という点だけであり，必ずしも違法材の輸入そのもの

















る事業者への検査（第 10 条），検査の記録（第 11 条），管轄官庁相互・その他当局や欧州委員会と














第 3 条　FLEGT 及びワシントン条約の対象となっている木材製品
　　　　どちらも合法材とみなされる。
第 4 条　事業者の義務


































　　　　 加盟国は 2 年ごとに欧州委員会に報告書を提出する。欧州委員会は欧州議会に 2 年




　EU 木材法の焦点はいくつかあるが，そのうちの一つは何と言ってもやはり DD 義務とはどの
ようなものかという点である。類似の仕組みを「デュー・ケア」と呼び特に詳細な規則を設けて
いない米国レーシー法と違い，EU 法では DD の仕組みをある程度明確にしており，EU 法本文
では，DD を（1）情報へのアクセス，（2）リスクアセスメント，（3）リスクミティゲーション
という 3 つのステップとして第 6 条に規定している。























施行法（EU No 607/2012）⑺が出されている。以下，簡単に後者にある DD 関連の規程を紹介する。
　DD をいつ行えばよいのか，という点については，1 年以内に行えばよいということが明確に
なった：施行法 607/2012 では，（1）樹種・原産国・地域・伐採地に変化がない場合，12 ヶ月以
内に，納品された木材・木材製品について個々の種類ごとに DD を行うこと；しかし（2）その
場合でも EU 木材法第 6 条にある「情報へのアクセス」のための措置・手続を維持する義務につ
いては変わらないこと，が規定されている。
　第二に，第三者認証制度が EU 木材法の DD 義務のもとどう扱われるか，という業界の懸念に
関して，施行法 607/2012 では，いくつかの条件を決めており（別枠 3 参照），各認証制度も DD
制度としての適合のために調整を行っている。




















文書」を 2013 年 2 月に発行している⑼。ただしこの文書は法的拘束力を持たない。ガイダンス
文書には，DD に関すること以外にも多くの項目が記載されているが（別枠 4 参照），以下では
DD に関する内容として，「無視できるリスク」，「複雑」なサプライチェーンの二点について考
察する。
















































自の解釈によっている。EU 法第 2 条（f）には，「『合法的に伐採された』とは，伐採国の適用法
に基づき伐採されたことを意味する」とあり，外国の法律を合法性の判断基準とし，それに違反
した行為を取り締まるという，国際条約の存在する他の野生生物の規制と比較するとやや異例の
措置となっていることがわかる⑿。さらに前述のガイダンス文書は，EU 木材法第 2 条の適用法























































（Forest Law Enforcement Governance and Trade）行動計画についての部分で考察する。
























































及び 13 条「生存権および財産権」，第 160 条「法的な効力のある先住民族の慣習と利用」，第 8



























る責任あるガバナンスについての任意自発的指針（Voluntary Guidelines on the Responsible Gover-







　上記の FLEGT は実際には，VPA（Voluntary Partnership Agreement: VPA）と呼ばれる二国間
協定を通して，原産国と共同で信頼できる木材の合法性証明システムの構築を図るもので，締約
原産国の木材の合法ライセンス化によってリスクを排除する。しかしすでに述べたようにマレー




















































3. 1　英国における施行法“The Timber and Timber Products （Placing on 
　　　
the Market） Regulations 2013”
　以下では，EU 加盟国の中で最も早く合法木材の政府調達方針を立てた国の一つである英国に
おける EU 法の施行法を検証する。英国は，EU 加盟国の中でも木材の輸入量が比較的多く，特
に中国からの木材や木材製品を最も多く輸入している35。イギリスは政府公共調達方針を 1997
年に発表しており，この方針は 2000 年に法的拘束力を持つようになった36。日本のグリーン購
入法に木材製品が追加されたのは 2006 年であるから，それより 6 年早い。さらに 2003 年には
CPET（Central Point of Expertise on Timber）という技術支援を担当する民間のサポートを開始し
ており，合法木材・持続可能木材の調達に関しては先進国であると言える。
　イギリスにおける EU 法の施行は，“The Timber and Timber Products （Placing on the Mar-
ket） Regulations 2013”37という法律により実施される。この法律では第一部で各用語の定義，第
二部で違反行為，第三部で取締，第四部でその他の規則について定めている。同法の施行は EU
木材法と同日の，2013 年 3 月 3 日より始まっている。
　この法律の第 4 条により違反行為とされるのは以下の行為である：
（ a ）　違法に伐採された木材を市場に導入すること（EU 木材法第 4 条（1））
（ b）　DD 義務の不履行（EU 木材法第 4 条（2））
（ c ）　DD システムを維持し評価する義務の不履行（EU 木材法第 4 条（3））
（ d）　トレーサビリティー確保の義務の不履行（EU 木材法第 5 条）
















































　第 4 条（a）（違法材の輸入），（b）（DD 義務の不履行），（c）（DD システムの維持と評価の義務の不履
行）に違反した場合，法律で定められる最大限を超えない罰金（イングランドとウェールズでは5,0001







の参加を視野に入れた条項を設けている。EU 法第 8 条（4）及び第 10 条（2）によれば，EU 加
盟国各国政府の管轄官庁は，第三者から「具体的な懸念（substantiated concern）」が示された場
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